大阪産業経済リサーチセンター、平成29年7月

	経済情勢トピックス《大阪府の給与が上がらない理由は？》


	現金給与総額の推移では、全国が前年比で増加しているのに対し、大阪府では伸び悩んでいる。その理由について、大阪府では、給与額や雇用者数は増加しているものの、相対的に給与の安い、パートタイム労働者の増加率が大きいこと、パートタイム比率が上昇していること、卸売業・小売業や医療・福祉などでパートタイム労働者が増加していることが指摘できる。
　今後、大阪府においても人手不足が深刻であるために、給与は徐々に増加していくことが期待される。


最近の給与の状況をみると、好調な企業業績、人手不足の深刻化といったマクロ経済環境、最低賃金の引き上げ、政府からの賃上げ要請など、給与が上がる要因が多いため、給与は上昇基調にあると思われる。図表1は大阪府と全国の労働者一人当たり現金給与総額の推移をみたものであるが、全国は増加基調で推移しているものの、大阪府の28年は前年比で減少と、全国との違いがみられる。これはどのような要因で起こっているのだろうか。また、そこには大阪特有の事情があるのだろうか。以下では大阪の給与が伸び悩んでいる要因について考察していきたい。

図表1：一人当たり現金給与総額の推移
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　まず第一に考えられる要因としては、「支給されている給与自体が伸び悩んでいるのではないか」ということである。図表2は、一人当たり現金給与総額について就業形態別に伸び率をみたものである。一般労働者については、増加基調で推移している。パートタイム労働者では、前年比でマイナスとなっている時期があり、変動が大きいものの、時給換算での給与（一人当たり支給額÷総実労働時間）では、一般労働者の給与以上に増加しており、パートタイム労働者においても給与は概ね増加していると言える
。図表2からは、大阪府・全国ともに支給されている給与は増加していることや、大阪府の方が給与の増加率は全国よりも大きい傾向が指摘できるため、ここには大阪府の給与が伸び悩んでいる要因はなさそうである。

図表2：就業形態別の現金給与総額の推移
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　次の要因として考えられることは、「就業形態別の雇用者の割合の変化」である。就業形態別の給与が増加していても、一般労働者と比較して相対的に給与が低い、パートタイム労働者数の増加により、パートタイム比率が上昇することによって、全体でみた一人当たり現金給与総額が減少してしまうことがあると考えられる。この仮説を検証するために、図表3では就業形態別の雇用者数の伸び率を計算した。大阪府・全国ともに、一般労働者数・パートタイム労働者数は増加しているものの、パートタイム労働者の伸び率が大きくなっている。大阪府のパートタイム比率は、全国よりも水準は高く、28年では大阪府の方が全国よりも増加率が大きい。これらのことから、パートタイム労働者の増加によって、パートタイム比率が上昇していることが、大阪府の給与が伸び悩んでいる要因として考えられる。 
　図表4は、大阪府・全国の一人当たり現金給与総額の推移について、その要因分解を行ったものである。これまでみてきたとおり、大阪府・全国ともに、一人当たりの現金給与総額の変化に対して、一般労働者の給与要因は概ねプラスに寄与しているものの、パートタイム比率等要因がマイナスに寄与しており、全体としては一般労働者の給与要因とパートタイム比率等要因の大小によって増減が決まっている。なお、パートタイム労働者の給与要因では給与額や雇用者数が一般労働者よりも少ないことがあり、寄与度としては一般労働者よりも小さくなっている。
図表3：就業形態別の雇用者数の推移
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図表4：一人当たり現金給与総額の要因分解
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パートタイム労働者が増加していることは図表3でみてきたが、それではパートタイム労働者はどのような業種で大きく伸びているのだろうか。また、大阪府は全国よりもパートタイム比率が高くなっているが、それはどのような要因によるものだろうか。図表5は、大阪府・全国について、主要業種における雇用者数とパートタイム比率をみたものである。大阪府では、全国と比較してパートタイム比率は高く、特に製造業や医療・福祉などで高くなっている。また、パートタイム比率の推移については、大阪府では27年において医療・福祉のパートタイム比率が急上昇しており、27年・28年と卸売業・小売業のパートタイム比率が急上昇している。

大阪府の28年のパートタイム労働者の現金給与総額では、製造業は12万2,536円、卸売業・小売業は9万3,716円、医療・福祉は10万8,908円となっている。労働時間等の違いもあるものの、卸売業・小売業や医療・福祉では相対的に給与が低いため、そのような業種の雇用者数が増加することは、全体で集計した際の一人当たり給与の推移に関して減少方向に影響することになる。加えて、卸売業・小売業や医療・福祉といった産業は、大阪府においては経済的ウェイトが大きい産業であり、それらの産業活動が活発化することによって、パートタイム労働者も増えることになるため、それは給与の下押し圧力となってしまう。
図表5：主要業種別の雇用者数の推移
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　以上をまとめると、大阪府の給与が伸び悩んでいる要因では、一般労働者・パートタイム労働者ともに支給されている給与が伸び悩んでいるのではなく、大阪府は全国よりもパートタイム比率が高く、しかもそのパートタイム労働者の伸び率が高いことが指摘できる。
しかし、29年4月の大阪府の有効求人倍率は1.52倍とバブル期を超える水準となっていることや、29年1～3月期の大阪府の完全失業率（原数値）は3.4％と低水準で推移していることからみても、労働需給は逼迫しているため、給与も徐々に上昇していくことが期待される。（佐野　浩）
� 以下のグラフは、規模5人以上、調査産業計の数値であり、主に厚生労働省「毎月勤労統計」、大阪府統計課「大阪の賃金、労働時間及び雇用の動き」を用いて作成した。


� 毎月勤労統計では、調査標本替えによる数値変更が定期的にあり、全国ではその結果が反映されているものの、大阪府では不十分であるため、全国と大阪府の比較は必ずしも正確ではないことに注意が必要である。


� 後に分析するように、パートタイム労働者には様々な就業条件があるため、時給では増加していても、パートタイム労働者数が増加することによって、労働者一人当たりの給与は減少することはありうる。


� ここでの「一人当たり現金給与総額」は就業形態別の給与・労働者数から作成したものであり、先の図表1とは定義が異なる。
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